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(57)【要約】
【課題】複数の遊星ギヤを各々支持する複数の第１シャ
フトを介して複数の遊星ギヤを支持するキャリアと結合
可能な入力部材と、入力部材に少なくとも１つの第２シ
ャフトを介して支持されて、自転及び公転が可能な差動
ギヤと、差動ギヤに噛合する一対の出力ギヤとを備えた
差動装置において、入力部材のキャリアとの対向壁に、
複数の遊星ギヤを各々支持する複数の第１シャフトを嵌
合可能な複数の凹部が形成されても、凹部の形成に因る
デフケースの耐久性低下を抑制する。
【解決手段】差動装置Ｄの入力部材ＤＣは、キャリア２
３との対向壁Ｃ１に、複数の第１シャフトＰＬをそれぞ
れ嵌合可能な複数の凹部Ｈ１を有すると共に、凹部Ｈ１
が、全ての第２シャフトＰＳに対し、入力部材ＤＣの周
方向でずれた位置に配置される。
【選択図】　図５
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　複数の遊星ギヤ（２２）を各々支持する複数の第１シャフト（ＰＬ）を介して該複数の
遊星ギヤ（２２）を支持するキャリア（２３）と結合可能な入力部材（ＤＣ）と、
　前記入力部材（ＤＣ）に少なくとも１つの第２シャフト（ＰＳ，ＰＳ′）を介して支持
されて、前記入力部材（ＤＣ）に対し自転可能であると共に前記入力部材（ＤＣ）の回転
中心回りに公転可能な差動ギヤ（Ｐ）と、
　前記差動ギヤ（Ｐ）に噛合する一対の出力ギヤ（Ｓ）と、を備え、
　前記入力部材（ＤＣ）は、前記キャリア（２３）との対向壁（Ｃ１，Ｃ１′）に、前記
複数の第１シャフト（ＰＬ）をそれぞれ嵌合可能な複数の凹部（Ｈ１，Ｈ１′）を有する
と共に、前記複数の凹部（Ｈ１，Ｈ１′）は、全ての前記第２シャフト（ＰＳ，ＰＳ′）
に対し、前記入力部材（ＤＣ）の周方向でずれた位置に配置される、差動装置。
【請求項２】
　前記一対の出力ギヤ（Ｓ）は、一対の出力軸（Ｊ１，Ｊ２）に接続される軸部（Ｓｊ）
を有し、
　前記入力部材（ＤＣ）は、前記軸部（Ｓｊ）を同心状に囲繞するボス部（Ｃｂ）と、外
側面を前記出力軸（Ｊ１，Ｊ２）と直交する平坦面として前記ボス部（Ｃｂ）に連設され
た側壁部（Ｃｓ，Ｃｓ′）とを有する、請求項１に記載の差動装置。
【請求項３】
　前記複数の凹部（Ｈ１，Ｈ１′）は、前記キャリア（２３）と前記入力部材（ＤＣ）と
を結合する溶接部（ｗａ）に対し、前記入力部材（ＤＣ）の周方向でずれた位置に配置さ
れる、請求項１または２に記載の差動装置。
【請求項４】
　複数の遊星ギヤ（２２）を各々支持する複数の第１シャフト（ＰＬ）の一端部を支持す
るキャリアカバー（１２３ｂ）と結合可能なキャリア本体部（１２３ａ）および前記キャ
リア本体部（１２３ａ）と一体に形成される壁部（Ｃｓ，Ｃｓ′）を備える一方のカバー
部（Ｃ１０，Ｃ１００）と、前記一方のカバー部（Ｃ１０，Ｃ１００）と結合可能な他方
のカバー部（Ｃ２，Ｃ２００）と、を有する入力部材（ＤＣ）と、
　前記入力部材（ＤＣ）に少なくとも１つの第２シャフト（ＰＳ，ＰＳ′）を介して支持
されて、前記入力部材（ＤＣ）に対し自転可能であると共に前記入力部材（ＤＣ）の回転
中心回りに公転可能な差動ギヤ（Ｐ）と、
　前記差動ギヤ（Ｐ）に噛合する一対の出力ギヤ（Ｓ）と、を備え、
　前記一方のカバー部（Ｃ１０，Ｃ１００）は、前記複数の第１シャフト（ＰＬ）の他端
部の各々を挿入可能な複数の凹部（Ｈ１，Ｈ１′）を有し、
　前記複数の凹部（Ｈ１，Ｈ１′）は、全ての前記第２シャフト（ＰＳ，ＰＳ′）に対し
、前記入力部材（ＤＣ）の周方向でずれた位置に配置される、差動装置。
【請求項５】
　前記一対の出力ギヤ（Ｓ）は、一対の出力軸（Ｊ１，Ｊ２）に接続される軸部（Ｓｊ）
を有し、
　前記一方のカバー部（Ｃ１０，Ｃ１００）及び前記他方のカバー部（Ｃ２，Ｃ２００）
の各々は、前記軸部（Ｓｊ）を同心状に囲繞するボス部（Ｃｂ）と、外側面を前記出力軸
（Ｊ１，Ｊ２）と直交する平坦面として前記ボス部（Ｃｂ）に連設された側壁部（Ｃｓ，
Ｃｓ′）とを有する、請求項４に記載の差動装置。
【請求項６】
　前記出力ギヤ（Ｓ）の歯数をＺ１とし、前記差動ギヤ（Ｐ）の歯数をＺ２とし、前記第
２シャフト（ＰＳ，ＰＳ′）の直径をｄ２とし、ピッチ円錐距離をＰＣＤとしたときに、
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【数９】

を満たし、
　且つＺ１／Ｚ２＞２を満たす、請求項１～５の何れかに記載の差動装置。
【請求項７】
　Ｚ１／Ｚ２≧４を満たす、請求項６に記載の差動装置。
【請求項８】
　Ｚ１／Ｚ２≧５．８を満たす、請求項６に記載の差動装置。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、例えば自動車などの車両に好適な差動装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
  従来の差動装置、特にデフケース（入力部材）が、遊星ギヤ支持用のシャフトを支持す
るキャリアプレートを兼ねる差動装置において、デフケースに支持されて差動機構のピニ
オン（差動ギヤ）を支持する差動ギヤ支持用のシャフトと、遊星ギヤ支持用のシャフトと
がデフケースの周方向で同一の位置に配置されたものが、例えば特許文献１に開示されて
いる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００１－１２１９８０号公報
【特許文献２】特許第４８０３８７１号公報
【特許文献３】特開２００２－３６４７２８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　ところでピニオン（即ち差動ギヤ）及び該ピニオンと噛合する一対のサイドギヤ（即ち
出力ギヤ）を含む差動装置において、サイドギヤの歯数をピニオンの歯数よりも十分大き
く設定し得るようにサイドギヤをピニオンに対し十分大径化することで、軸方向に扁平な
差動装置とすることが考えられる。
【０００５】
　この場合、扁平な差動装置に、特許文献１に開示の上述したようなシャフトの配置構成
をそのまま適用すると、扁平なデフケースにおいて、差動ギヤ支持用のシャフトと遊星ギ
ヤ用シャフトの周方向位置が一致する部分に荷重が集中し易くなって、デフケースの耐久
性が低下する虞れがある。
【０００６】
　本発明は、斯かる事情に鑑みてなされたもので、簡単な構造で上記問題を解決し得る差
動装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　上記目的を達成するために、本発明に係る差動装置は、複数の遊星ギヤを各々支持する
複数の第１シャフトを介して該複数の遊星ギヤを支持するキャリアと結合可能な入力部材
と、前記入力部材に少なくとも１つの第２シャフトを介して支持されて、前記入力部材に
対し自転可能であると共に前記入力部材の回転中心回りに公転可能な差動ギヤと、前記差
動ギヤに噛合する一対の出力ギヤと、を備え、前記入力部材は、前記キャリアとの対向壁
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に、前記第１シャフトをそれぞれ嵌合可能な複数の凹部を有すると共に、前記複数の凹部
は、全ての前記第２シャフトに対し、前記入力部材の周方向でずれた位置に配置される。
　　　
【０００８】
　好適には、前記一対の出力ギヤは、一対の出力軸に接続される軸部を有し、前記入力部
材は、前記軸部を同心状に囲繞するボス部と、外側面を前記出力軸と直交する平坦面とし
て前記ボス部に連設された側壁部とを有する。
【０００９】
　好適には、前記複数の凹部は、前記キャリアと前記入力部材とを結合する溶接部に対し
、前記入力部材の周方向でずれた位置に配置される。
【００１０】
　また、上記目的を達成するために、本発明に係る差動装置は、複数の遊星ギヤを各々支
持する複数の第１シャフトの一端部を支持するキャリアカバーと結合可能なキャリア本体
部および前記キャリア本体部と一体に形成される壁部を備える一方のカバー部と、前記一
方のカバー部と結合可能な他方のカバー部と、を有する入力部材と、前記入力部材に少な
くとも１つの第２シャフトを介して支持されて、前記入力部材に対し自転可能であると共
に前記入力部材の回転中心回りに公転可能な差動ギヤと、前記差動ギヤに噛合する一対の
出力ギヤと、を備え、前記一方のカバー部は、前記複数の第１シャフトの他端部の各々を
挿入可能な複数の凹部を有し、前記複数の凹部は、全ての前記第２シャフトに対し、前記
入力部材の周方向でずれた位置に配置される。
【００１１】
　好適には、前記一対の出力ギヤは、一対の出力軸に接続される軸部を有し、前記一方の
カバー部及び前記他方のカバー部の各々は、前記軸部を同心状に囲繞するボス部と、外側
面を前記出力軸と直交する平坦面として前記ボス部に連設された側壁部とを有する。
【００１２】
　好適には、前記出力ギヤの歯数をＺ１とし、前記差動ギヤの歯数をＺ２とし、前記第２
シャフトの直径をｄ２とし、ピッチ円錐距離をＰＣＤとしたときに、
【００１３】

【数９】

を満たし、
　且つＺ１／Ｚ２＞２を満たしている。
【００１４】
　また、好適には、Ｚ１／Ｚ２≧４を満たしている。
【００１５】
　また、好適には、Ｚ１／Ｚ２≧５．８を満たしている。
【発明の効果】
【００１６】
　本発明によれば、差動装置の軸方向での扁平化によりデフケースが扁平化された場合で
も、凹部の形成に因るデフケースの耐久性低下を効果的に抑制可能となる。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
【図１】本発明の第１実施形態に係る差動装置及び減速歯車機構のスケルトン図
【図２】本発明の第１実施形態に係る差動装置及び減速歯車機構の要部縦断面図
【図３】本発明の第１実施形態に係る差動装置をその中心部から第１カバー部側に見た横
断面図（図２のＡ３－Ａ３線断面図）
【図４】図２のＡ４－Ａ４線断面図
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【図５】キャリアを結合する前のデフケース（第１カバー部）をキャリア側から見た側面
図
【図６】図２のＡ６矢視部を拡大して示す拡大断面図
【図７】本発明の第２実施形態に係る差動装置の要部を示す拡大断面図
【図８】本発明の第３実施形態に係る差動装置及び減速歯車機構の要部縦断面図（図２対
応図）
【図９】本発明の第４実施形態に係る差動装置及び減速歯車機構の要部縦断面図（図２対
応図）
【図１０】本発明の第５実施形態に係る差動装置及び減速歯車機構の要部縦断面図（図２
対応図）
【図１１】従来の差動装置の一例を示す縦断面図
【図１２】ピニオンの歯数を１０とした時の歯数比率に対するギヤ強度変化率の関係を示
すグラフ
【図１３】ピッチ円錐距離の変化率に対するギヤ強度変化率の関係を示すグラフ
【図１４】ピニオンの歯数を１０とした時のギヤ強度を１００％維持する場合における歯
数比率に対するピッチ円錐距離の変化率の関係を示すグラフ
【図１５】ピニオンの歯数を１０とした時の歯数比率と、シャフト径／ピッチ円錐距離の
比率との関係を示すグラフ
【図１６】ピニオンの歯数を６とした時の歯数比率と、シャフト径／ピッチ円錐距離の比
率との関係を示すグラフ
【図１７】ピニオンの歯数を１２とした時の歯数比率と、シャフト径／ピッチ円錐距離の
比率との関係を示すグラフ
【図１８】ピニオンの歯数を２０とした時の歯数比率と、シャフト径／ピッチ円錐距離の
比率との関係を示すグラフ
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　本発明の実施の形態を、図面を基に説明する。
【００１９】
　先ず、図１～図６を参照して、本発明の第１実施形態を説明する。図１において、自動
車に搭載される動力源としてのエンジン（図示せず）には、減速歯車機構ＲＧを介して差
動装置Ｄが接続される。差動装置Ｄは、エンジンから減速歯車機構ＲＧを経てデフケース
ＤＣに伝達される回転力を、車幅方向に並列する図示しない一対の車軸にそれぞれ連なる
出力軸Ｊ１，Ｊ２に分配して伝達することにより、両車軸を、両車軸の差動回転を許容し
つつ駆動するためのものであって、例えば、車体前部のエンジンの横に配置されたミッシ
ョンケースＭ内に、減速歯車機構ＲＧを隣接させた状態で減速歯車機構ＲＧと共に収容さ
れる。尚、エンジンと減速歯車機構ＲＧとの間には、従来周知の動力断接機構や前後進切
換機構（何れも図示せず）が介装される。またデフケースＤＣの回転軸線Ｌは、出力軸Ｊ
１，Ｊ２の中心軸線と一致する。
【００２０】
　尚、本明細書において、「軸方向」とは、出力軸Ｊ１，Ｊ２の中心軸線（即ちデフケー
スＤＣ及びサイドギヤＳの回転軸線Ｌ）や減速歯車機構ＲＧの各ギヤの軸線に沿う方向を
いい、また「径方向」とは、デフケースＤＣ及びサイドギヤＳの径方向をいう。
【００２１】
　減速歯車機構ＲＧは、例えば、デフケースＤＣの一端部に同心状に回転自在に嵌合支持
されるサンギヤ２０と、サンギヤ２０を同心状に囲繞してミッションケースＭの内壁に固
定される大径のリングギヤ２１と、サンギヤ２０及びリングギヤ２１間に介装されて両ギ
ヤ２０，２１に噛合する複数（例えば４個）の遊星ギヤ２２と、遊星ギヤ２２を軸支する
キャリア２３とを備えている。サンギヤ２０は、例えば、図示しない連動機構を介してエ
ンジンのクランク軸に連結されており、該サンギヤ２０に入力された動力が、遊星ギヤ２
２及びキャリア２３を順次経てデフケースＤＣに減速して伝達される。
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【００２２】
　キャリア２３は、例えば、デフケースＤＣよりも小径の円形リング状に形成されたキャ
リアベース２３ｂと、キャリアベース２３ｂの端面に互いに周方向に間隔をおいて一体に
連設されて軸方向に各々延びる複数（例えば４個）のアーム部（キャリア本体部）２３ａ
とを有する。各々のアーム部２３ａは、例えば、デフケースＤＣの回転軸線Ｌと直交する
投影面で見て扇形状に形成されており、各々のアーム部２３ａの先端部（即ちキャリア２
３の軸方向端部）が、後述するようにデフケースＤＣと溶接ｗにより結合される。
【００２３】
　遊星ギヤ２２は、例えば、キャリア２３の周方向に隣り合うアーム部２３ａの相互間の
空間に配置される。また遊星ギヤ２２は、上記空間を縦通する第１シャフトとしての枢軸
ＰＬに回転自在に貫通支持される。枢軸ＰＬの一端部（枢軸ＰＬの他端部）は、例えば、
キャリア２３（より具体的にはキャリアベース２３ｂ）に設けた貫通孔Ｈ２に嵌合支持さ
れ、嵌合支持された嵌合支持部が適当な結合手段（例えば、溶接、接着、カシメ、圧入等
）で結合されることで枢軸ＰＬの一端部がキャリア２３に固定される。また、枢軸ＰＬの
キャリア２３への固定は、後述する第４実施形態のように、抜け止め用のピンを用いて固
定させてもよい。
【００２４】
　また、枢軸ＰＬの他端部（枢軸ＰＬの一端部）は、後述するようにデフケースＤＣのキ
ャリア２３との対向壁（即ち後述する第１カバー部Ｃ１の側壁部Ｃｓ）に設けた凹部とし
ての有底の凹孔Ｈ１に嵌合支持される。これにより、枢軸ＰＬは、キャリア２３のキャリ
アベース２３ｂとデフケースＤＣとにより両持ち支持される。
【００２５】
　デフケースＤＣの一端部（本実施形態では、図２の紙面上で見て右端部）は、例えば、
軸受２を介してミッションケースＭに回転自在に支持される。一方、デフケースＤＣの他
端部側では、図示はしないが、例えば、サンギヤ２０、キャリア２３又は出力軸Ｊ１のう
ちの少なくとも１つが、ミッションケースＭに回転自在に支持される。これにより、相互
に一体的に回転するデフケースＤＣ及びキャリア２３の結合体が、ミッションケースＭに
回転自在に支持される。
【００２６】
　またミッションケースＭには、各出力軸Ｊ１，Ｊ２が嵌挿される貫通孔Ｍａが形成され
る。貫通孔Ｍａの内周と各出力軸Ｊ１，Ｊ２の外周との間には、その間をシールする環状
のシール部材３が介装される。またミッションケースＭの底部には、例えば、ミッション
ケースＭの内部空間１に臨んで所定量の潤滑油を貯溜するオイルパン（図示せず）が設け
られている。そして、オイルパンに貯溜した潤滑油が、ミッションケースＭの内部空間１
において減速歯車機構ＲＧの可動要素やデフケースＤＣ等の回転により周辺に掻き上げら
れ飛散することで、デフケースＤＣの内外に存する機械運動部分を潤滑できるようになっ
ている。尚、オイルパンに貯溜した潤滑油をオイルポンプ（図示せず）で吸引して、ミッ
ションケースＭの内部空間１の特定部位、例えば、減速歯車機構ＲＧやデフケースＤＣ、
或いはその周辺のミッションケースＭの内壁に向けて強制的に噴射又は散布させるように
してもよい。
【００２７】
　差動装置Ｄは、例えば、デフケースＤＣと、デフケースＤＣ内に収容される複数のピニ
オンＰと、デフケースＤＣ内に収容されてピニオンＰを回転自在に支持するピニオンシャ
フトＰＳと、デフケースＤＣ内に収容されてピニオンＰに対し左右両側より噛合し、且つ
一対の出力軸Ｊ１，Ｊ２にそれぞれ接続される一対のサイドギヤＳとを備える。また、サ
イドギヤＳは出力ギヤの一例であり、ピニオンＰは差動ギヤの一例であり、ピニオンシャ
フトＰＳは差動ギヤ支持部の一例であり、デフケースＤＣは、入力部材の一例である。
【００２８】
　ピニオン（ピニオンギヤ）Ｐは、デフケースＤＣに収容支持されており、デフケースＤ
Ｃに対し径方向の軸線回りに自転可能であると共にデフケースＤＣの回転に伴いデフケー
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スＤＣの回転中心回りに公転可能である。
【００２９】
　デフケースＤＣは、例えば、ピニオンシャフトＰＳと共に回転し得るようピニオンシャ
フトＰＳを支持する短円筒状（筒状）のケース部（周壁部）４と、一対のサイドギヤＳの
外側をそれぞれ覆い且つケース部４と一体的に回転する一対のカバー部Ｃ１，Ｃ２とを有
する。
【００３０】
　一対のカバー部Ｃ１，Ｃ２のうち、減速歯車機構ＲＧ側の第１カバー部Ｃ１は、例えば
、ケース部４と一体に形成されている。第１カバー部Ｃ１は、例えば、溶接ｗによってキ
ャリア２３と連結される。また第２カバー部Ｃ２は、例えば、ケース部４にボルトＢ等の
結合手段を以て着脱可能に結合される。尚、結合手段としては、ボルトＢ以外の適当な結
合手段、例えば、カシメ、接着、溶接等の結合手段を採用してもよい。また、第１カバー
部Ｃ１を、第２カバー部Ｃ２と同様にケース部４とは別体に形成して、ケース部４にボル
トＢ等の結合手段を以て結合してもよい。
【００３１】
　第１，第２カバー部Ｃ１，Ｃ２は、例えば、サイドギヤＳの後述する軸部Ｓｊを同心状
に囲繞して回転自在に嵌合支持する円筒状のボス部Ｃｂと、外側面の全部又は大部分をデ
フケースＤＣの回転軸線Ｌと直交する平坦面としてボス部Ｃｂの軸方向内端に一体に連設
される板状で環状の側壁部Ｃｓとを備えている。また、側壁部Ｃｓの外周端部はケース部
４に一体に又は着脱可能に結合される。側壁部Ｃｓは、上記のように平坦面としたことで
、軸方向外方側に大きく張出すことが抑えられるから、差動装置Ｄの軸方向の扁平化を図
る上で有利である。
【００３２】
　一方のカバー部（本実施形態では第１カバー部Ｃ１）のボス部Ｃｂの内周面には、出力
軸Ｊ１の外周面が相対回転自在に直接嵌合している。そして、その相対回転に伴いボス部
Ｃｂの軸方向外端から内端側に向かって潤滑油を強制的に給送し得る螺旋状の凹溝８がボ
ス部Ｃｂの内周面に形成される。また、他方のカバー部（本実施形態では第２カバー部Ｃ
２）のボス部Ｃｂの内周面には、他方のカバー部Ｃ２（より具体的にはカバー部Ｃ２のボ
ス部Ｃｂ）と同側のサイドギヤＳの軸部Ｓｊとの相対回転に伴い該ボス部Ｃｂの軸方向外
端から内端側に向かって潤滑油を強制的に給送し得る螺旋状の凹溝８′が形成される。
【００３３】
　ピニオンシャフトＰＳは、例えば、デフケースＤＣ内でデフケースＤＣの回転軸線Ｌと
直交するように配置されるものであって、筒状のケース部４に一直径線上に設けた一対の
貫通支持孔４ａに、ピニオンシャフトＰＳの両端部がそれぞれ抜差可能に挿通される。そ
して、ピニオンシャフトＰＳは、ピニオンシャフトＰＳの一端部を貫通してケース部４に
挿着される抜け止めピン５を以て、ケース部４に固定される。抜け止めピン５は、例えば
、ケース部４にボルト止めした第２カバー部Ｃ２に抜け止めピン５の外端を当てがうこと
で、ケース部４からの抜け止めがなされる。
【００３４】
　ところで本実施形態では、第２シャフトとしてのピニオンシャフトＰＳを直線棒状に形
成して、ピニオンシャフトＰＳの両端部に２個のピニオンＰをそれぞれ支持させるように
したものを示したが、ピニオンＰを３個以上設けてもよい。その場合には、ピニオンシャ
フトＰＳを、３個以上のピニオンＰに対応してデフケースＤＣの回転軸線Ｌから三方向以
上に枝分かれして放射状に延びる交差棒状（例えば、ピニオンＰが４個の場合には十字状
）に形成し、ピニオンシャフトＰＳの各先端部にピニオンＰを各々支持させるようにする
。またケース部４は、ピニオンシャフトＰＳの各端部を取付支持し得るように複数のケー
ス要素に分割構成する。
【００３５】
　尚、第２シャフトとしてのピニオンシャフトＰＳを複数（より具体的には複数のピニオ
ンＰと同数）用意してデフケースＤＣに別々に取付けるようにし、取付けた複数のピニオ
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ンシャフトＰＳで複数のピニオンＰを個別に支持させてもよい。
【００３６】
　またピニオンＰは、ピニオンシャフトＰＳに直接嵌合させてもよいし、軸受ブッシュ等
の軸受手段を介して嵌合させてもよい。尚、ピニオンシャフトＰＳは、図２、図３に示す
ように全長に亘り略一様等径の軸状としてもよいし、或いは段付き軸状としてもよい。ま
たピニオンシャフトＰＳの、ピニオンＰとの嵌合面には、例えば、嵌合面への潤滑油の流
通を十分に確保するための平坦な切欠き面６（図３参照）が形成され、切欠き面６とピニ
オンＰの内周面との間に、潤滑油の流通可能な油路が確保される。
【００３７】
　またピニオンＰ及びサイドギヤＳは、例えば、ベベルギヤに形成されており、しかもピ
ニオンＰ及びサイドギヤＳの歯部を含む全体が各々鍛造等の塑性加工で形成されている。
そのため、ピニオンＰ及びサイドギヤＳの歯部を切削加工する場合のような機械加工上の
制約を受けることなく歯部を任意の歯数比を以て高精度に形成可能である。尚、ピニオン
Ｐ及びサイドギヤＳとしては、ベベルギヤに代えて他のギヤを採用してもよく、例えば、
サイドギヤＳをフェースギヤとし且つピニオンＰを平歯車又は斜歯歯車としてもよい。
【００３８】
　また、一対のサイドギヤＳは、例えば、一対の出力軸Ｊ１，Ｊ２の内端部がそれぞれス
プライン嵌合７にされる円筒状の軸部Ｓｊと、軸部Ｓｊから径方向外方に離れた位置に在
ってピニオンＰに噛合する歯面を有する円環状の歯部Ｓｇと、軸部Ｓｊの内端部から歯部
Ｓｇの内周端部に向かって径方向外方に延びる扁平なリング板状に形成される中間壁部Ｓ
ｍとを備えており、中間壁部Ｓｍにより、軸部Ｓｊと歯部Ｓｇの内周端部との間が一体に
接続される。そして、サイドギヤＳの背面ｆのうち、歯部Ｓｇの背面部分ｆｇは、中間壁
部Ｓｍの背面部分ｆｍよりも軸方向外方に張り出している。
【００３９】
　尚、各サイドギヤＳの軸部Ｓｊは、例えば、各カバー部Ｃ１，Ｃ２のボス部Ｃｂに回転
自在に直接嵌合しているが、軸受を介して嵌合させてもよい。
【００４０】
　左右少なくとも一方（本実施形態では両方）のサイドギヤＳの中間壁部Ｓｍには、例え
ば、中間壁部Ｓｍを軸方向に横切るよう貫通する複数の貫通油路９が周方向に間隔をおい
て形成される。従って、デフケースＤＣ内では、貫通油路９を通して、サイドギヤＳの内
方側と外方側との間での潤滑油の流通がスムーズに行われる。尚、図示はしないが、少な
くとも一方のカバー部Ｃ１，Ｃ２の側壁部Ｃｓには、デフケースＤＣの内外での潤滑油の
流通を許容する複数の貫通孔を周方向に間隔をおいて設けるようにしてもよい。
【００４１】
　また、各カバー部Ｃ１，Ｃ２の側壁部Ｃｓの内側面、即ちサイドギヤＳの背面ｆとの対
向面には、サイドギヤＳの歯部Ｓｇの背面部分ｆｇが、ワッシャＷを介して回転自在に当
接、支持される。尚、ワッシャＷは、例えば、カバー部Ｃ１，Ｃ２の側壁部Ｃｓの内側面
と、サイドギヤＳの歯部Ｓｇの背面部分ｆｇとの相対向面の少なくとも一方（本実施形態
では側壁部Ｃｓの内側面）に形成した環状のワッシャ保持溝１０に嵌合、保持される。
【００４２】
　またカバー部Ｃ１，Ｃ２の側壁部Ｃｓの内側面は、例えば、前述の如くサイドギヤＳの
歯部Ｓｇの背面部分ｆｇが中間壁部Ｓｍの背面部分ｆｍよりも軸方向外方に張り出してい
ることに対応して、側壁部Ｃｓの、歯部Ｓｇの背面部分ｆｇに対応する部分よりも中間壁
部Ｓｍの背面部分ｆｍに対応する部分の方が軸方向内方に張り出すように（即ち軸方向厚
肉に）形成される。これにより、側壁部ＣｓのサイドギヤＳに対する支持剛性が効果的に
高められる。
【００４３】
　各々のサイドギヤＳの背面ｆのうち、ワッシャＷに当接する当接面の最外周端ｆｅは、
例えば、図６に示されるように、サイドギヤＳ及びピニオンＰの相互の噛合部Ｉの最外周
端に対しサイドギヤＳの径方向で同一の位置に在り、しかも当接面の最外周端ｆｅよりも
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ワッシャＷの外周端部Ｗｅの方が径方向外方に延びている。
【００４４】
　次に、図４～図６を参照して、キャリア２３とデフケースＤＣとの溶接構造について、
具体的に説明する。デフケースＤＣ（より具体的には第１カバー部Ｃ１）の外周端部ＤＣ
ｏのキャリア２３側の側面には、例えば、キャリア２３とは反対側に窪み且つその窪みが
デフケースＤＣの外周端部ＤＣｏの径方向外端面ＤＣｏｅまで延びる円環状の段部１５が
凹設される。図４，図５に明示されるように、段部１５は、例えば、遊星ギヤ２２の回転
軸線と直交する投影面で見て、遊星ギヤ２２と重ならない位置、即ち遊星ギヤ２２よりも
第１カバー部Ｃ１の径方向外方側の位置に形成される。尚、図４～図６において、段部１
５は、後述する溶接の工程前の形態を示している。
【００４５】
　本明細書において、デフケースＤＣ（より具体的には第１カバー部Ｃ１）の外周端部Ｄ
Ｃｏとは、デフケースＤＣの径方向外端面ＤＣｏｅのみならず、径方向外端面ＤＣｏｅよ
り径方向内方側の、径方向外端面ＤＣｏｅに近い所定領域も含まれる概念である。
【００４６】
　また第１カバー部Ｃ１のキャリア２３側の側面には、例えば、段部１５の径方向内方側
に隣接した、段部１５よりも深い複数の円弧状の凹部１６が周方向に互いに間隔をおいて
凹設される。凹部１６は、キャリア２３の複数のアーム部２３ａにそれぞれ対応した位置
に形成される。しかも各々の凹部１６は、キャリア２３の各々のアーム部２３ａの先端部
（即ち後述する突部２３ａｆ）の、少なくとも周方向で一方端（本実施形態では両端）よ
りも外方側に延びている。そして、外方側に延出した凹部１６の周方向端部は、緩やかに
立ち上がる緩斜面１６ｓに各々形成される。
【００４７】
　また第１カバー部Ｃ１のキャリア２３側の側面には、例えば、キャリア２３の複数のア
ーム部２３ａの内周面に係合させる円環状の位置決め突部１８が一体に突設されている。
位置決め突部１８に複数のアーム部２３ａの内周面を係合させることで、デフケースＤＣ
に対するキャリア２３の径方向位置決めが簡単且つ的確に行われる。
【００４８】
　一方、キャリア２３の軸方向端部、即ち各々のアーム部２３ａの先端部には、例えば、
アーム部２３ａの先端面より軸方向でデフケースＤＣ側に張出し且つアーム部２３ａの径
方向外周面より径方向外方側に張出すフランジ状の突部２３ａｆが一体に形成されている
。各々の突部２３ａｆの軸方向先端面のうち径方向内方側部分は、凹部１６の深さに対応
した小空隙１７を挟んで凹部１６の底面に対向しており、径方向外方側部分は段部１５に
当接し、その当接部がレーザトーチＴ（図６参照）を以て溶接ｗされることで、キャリア
２３がデフケースＤＣと連結される。そして、段部１５とキャリア２３（具体的には突部
２３ａｆ）との溶接部ｗａは、デフケースＤＣの外周端部ＤＣｏに含まれている。また、
突部２３ａｆの径方向外端面は、本実施形態ではデフケースＤＣの外周端部ＤＣｏの径方
向外端面ＤＣｏｅの、段部１５と隣接する部分と面一に連続するように形成されるが、段
部１５と隣接する部分との間に多少の高低差を設定するようにしてもよい。
【００４９】
　またデフケースＤＣの第１カバー部Ｃ１に関し、例えば、段部１５及び凹部１６は、段
部１５及び凹部１６の形態に対応した鋳造型又は鍛造型を用いて鋳造法又は鍛造法で成形
される。
【００５０】
　ところで上述したように、デフケースＤＣのキャリア２３との対向壁（即ち第１カバー
部Ｃ１の側壁部Ｃｓ）には、遊星ギヤ２２を支持する枢軸ＰＬの端部がそれぞれ嵌合可能
な複数の凹部としての凹孔Ｈ１が形成されているが、複数の凹孔Ｈ１は、何れも差動ギヤ
としてのピニオンＰとピニオンＰを支持するピニオンシャフトＰＳとに対して、デフケー
スＤＣの周方向でずれた位置（つまりデフケースＤＣの回転軸線Ｌと直交する投影面で見
てピニオンＰ及びピニオンシャフトＰＳと重ならない位置）に配置される。また、本実施
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形態では、複数の凹孔Ｈ１は、何れもキャリア２３（より具体的にはアーム部２３ａの先
端部）とデフケースＤＣとを結合する溶接部ｗａに対し、デフケースＤＣの周方向でずれ
た位置に配置される。
【００５１】
　次に、第１実施形態の作用について説明する。
【００５２】
　本実施形態の差動装置Ｄは、エンジンから減速歯車機構ＲＧを介してデフケースＤＣに
回転力を受けた場合に、ピニオンＰがピニオンシャフトＰＳ回りに自転しないでデフケー
スＤＣと共にデフケースＤＣの回転軸線Ｌ回りに公転するときは、デフケースＤＣからピ
ニオンＰを介して左右のサイドギヤＳが同速度で回転駆動されて、サイドギヤＳの駆動力
が均等に左右の出力軸Ｊ１，Ｊ２に伝達される。また、自動車の旋回走行等により左右の
出力軸Ｊ１，Ｊ２に回転速度差が生じるときは、ピニオンＰが自転しつつ公転することで
、ピニオンＰから左右のサイドギヤＳに対して差動回転を許容しつつ回転駆動力が伝達さ
れる。以上は、従来周知の差動装置の作動と同様である。
【００５３】
　ところで本実施形態では、デフケースＤＣの外周端部ＤＣｏのキャリア２３側の側面に
、キャリア２３とは反対側に窪み且つその窪みがデフケースＤＣの外周端部ＤＣｏの径方
向外端面ＤＣｏｅまで延びていて、キャリア２３の軸方向端部（即ち複数のアーム部２３
ａの各先端部の突部２３ａｆ）と当接する段部１５が凹設されている。そして、段部１５
とキャリア２３の軸方向端部（より具体的には突部２３ａｆ）とを突き合わせるように当
接させた状態で、段部１５とキャリア２３の軸方向端部との当接部を溶接ｗすることで、
デフケースＤＣ（より具体的には第１カバー部Ｃ１）と減速歯車機構ＲＧ（より具体的に
はキャリア２３）とが連結される。このとき、段部１５とキャリア２３の軸方向端部（よ
り具体的には突部２３ａｆ）との当接部が溶接部ｗａとなる。
【００５４】
　溶接作業は、例えば、図６に鎖線で示すように第１カバー部Ｃ１の径方向外方よりも外
側の方に配備される溶接用レーザトーチＴから、段部１５とキャリア２３の軸方向端部と
当接部の径方向外端に向けてレーザを照射し且つ第１カバー部Ｃ１及びレーザトーチＴの
何れか一方（例えばレーザトーチＴ）を何れか他方（例えば第１カバー部Ｃ１）に対し、
デフケースＤＣの回転軸線Ｌ回りに緩やかに相対回転させることで行われる。これにより
、レーザのエネルギを以て、段部１５と、キャリア２３の軸方向端部、即ち突部２３ａｆ
の軸方向先端面とを溶接ｗにより連結することができる。
【００５５】
　以上説明したように、本実施形態によれば、デフケースＤＣ（より具体的には第１カバ
ー部Ｃ１）の外周端部ＤＣｏのキャリア２３側の側面に、キャリア２３とは反対側に窪み
且つその窪みがデフケースＤＣ（より具体的には第１カバー部Ｃ１）の外周端部ＤＣｏの
径方向外端面ＤＣｏｅまで延びていてキャリア２３の突部２３ａｆと当接可能である段部
１５を有している。そのため、溶接作業に当たり、溶接用レーザトーチＴをデフケースＤ
Ｃの径方向外方側から被溶接部（即ち上記当接部の外端）に容易に対向させることができ
る。これにより、溶接用レーザトーチＴの移動自由度を従来技術よりもデフケースＤＣ（
より具体的には第１カバー部Ｃ１）の径方向外方側により広く確保でき、従来技術よりも
加工自由度や溶接作業性を向上させることができる。
【００５６】
　さらに、本実施形態によれば、段部１５とキャリア２３は溶接ｗ結合されるとともに、
段部１５とキャリア２３との溶接部ｗａが入力部材ＤＣの外周端部ＤＣｏに含まれる。そ
のため、溶接作業に当たり、デフケースＤＣ（より具体的には第１カバー部Ｃ１）の径方
向外方側から溶接用レーザトーチＴを被溶接部に対し、より容易に対向させることができ
る。従って、溶接用レーザトーチＴの移動自由度をデフケースＤＣ（より具体的には第１
カバー部Ｃ１）の径方向外方側により広く確保でき、加工自由度や溶接作業性をより向上
させることができる。しかも、溶接部ｗａがデフケースＤＣ（より具体的には第１カバー
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部Ｃ１）の外周端部ＤＣｏに含まれるため、デフケースＤＣ（より具体的には第１カバー
部Ｃ１）の、サイドギヤＳの背面ｆを支持する部位（本実施形態ではワッシャＷとの当接
面）への溶接熱の影響（例えば熱歪）を回避又は低減できる。これにより、溶接熱の影響
を考慮した仕上げ加工も不要となる。その上、溶接ビードと周辺部品（例えば、減速歯車
機構ＲＧのリングギヤ２１）とが干渉する虞れがなくなるから、溶接ビードの削り作業や
仕上げ作業も不要となる。それらの結果、製造コストを効果的に抑制することができる。
【００５７】
　また本実施形態によれば、第１カバー部Ｃ１のキャリア２３側の側面が、段部１５の径
方向内方側に隣接した、段部１５よりも深い円弧状の凹部１６を有しており、凹部１６は
、少なくともアーム部２３ａ（より具体的にはアーム部２３ａの先端部（本実施形態では
アーム部２３ａの突部２３ａｆ））の、キャリア２３の周方向での一方端（本実施形態で
は両端）よりも周方向外方側まで延びている。そのため、溶接時に溶接部の周辺に発生す
るガスを凹部１６を通じて外部に的確に排出できるから、溶接の品質の向上に寄与するこ
とができる。
【００５８】
　また本実施形態によれば、凹部１６は、周方向に互いに間隔をおいて複数配設されるの
で、凹部１６を設けたことに因るデフケースＤＣの強度低下が極力抑えられる。これによ
り、デフケースＤＣ（より具体的には第１カバー部Ｃ１）の強度保持を図りながら、デフ
ケースＤＣ（より具体的にはカバー部Ｃ１）の薄肉軽量化を達成することができる。
【００５９】
　また本実施形態によれば、段部１５は、遊星ギヤ２２の回転軸線と直交する投影面で見
て、遊星ギヤ２２と重ならない位置に形成される。このため、遊星ギヤ２２に対するデフ
ケースＤＣ（より具体的には第１カバー部Ｃ１）側の摺動支持面が段部１５を特設したこ
とで減ぜられることを回避できるから、デフケースＤＣ側の摺動支持面の面積（即ち遊星
ギヤ２２に対する受圧面積）を十分に確保可能となる。
【００６０】
　また本実施形態によれば、第１カバー部Ｃ１は、段部１５及び凹部１６が鋳造型又は鍛
造型を用いて鋳造法又は鍛造法で成形される。そのため、段部１５及び凹部１６を形成す
るための切削工程が不要となり、加工工数の削減が図られる。
【００６１】
　また本実施形態によれば、第１カバー部Ｃ１の外周端部ＤＣｏの側面に形成されてキャ
リア２３とは反対側に窪んだ段部１５が、キャリア２３との当接面（即ち被溶接面）とさ
れる。そのため、第１カバー部Ｃ１の外周端部ＤＣｏの側面とキャリア２３の軸方向端部
とを軸方向に突き合わせて溶接ｗ結合しているにも拘わらず、第１カバー部Ｃ１及びキャ
リア２３の結合体の外周端部の軸方向全幅を極力小幅にすることができる。これにより、
差動装置Ｄの小型化が図られる。
【００６２】
　また本実施形態によれば、上述したようにデフケースＤＣのキャリア２３との対向壁（
より具体的には第１カバー部Ｃ１の側壁部Ｃｓ）に、遊星ギヤ２２を支持する枢軸（第１
シャフト）ＰＬのデフケースＤＣ側の端部を嵌合可能な凹部としての複数の凹孔Ｈ１が形
成される。しかも、複数の凹孔Ｈ１は、差動ギヤとしてのピニオンＰを支持するピニオン
シャフト（第２シャフト）ＰＳに対し、デフケースＤＣの周方向でずれた位置に配置され
る。これにより、デフケースＤＣにおいてトルク伝達時に特に大きな荷重が作用する部分
（即ちピニオンＰとサイドギヤＳとの噛合部に対応する位置でサイドギヤＳの背面（より
具体的にはワッシャＷ）側を支持する部分）に遊星ギヤ２２を支持する枢軸ＰＬを嵌合可
能な凹孔Ｈ１が形成されることが回避される。そのため、本実施形態のように差動装置Ｄ
が軸方向に扁平化されデフケースＤＣが扁平化されても、凹孔Ｈ１の形成に因るデフケー
スＤＣの耐久性低下を効果的に抑制できる。
【００６３】
　また、扁平な差動装置に、特許文献１に開示のシャフトの配置構成を適用すると、複数
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ある遊星ギヤのうち、特に遊星ギヤ支持用のシャフトと差動ギヤ支持用のシャフトの周方
向位置が一致してしまう特定の遊星ギヤのみに偏った力が働いてしまう。そのため、特定
の遊星ギヤと、その他の遊星ギヤとでギヤ部に働く力のバランスが崩れ、複数ある遊星ギ
ヤの荷重負担を均等化できなくなる。これにより、複数の遊星ギヤのギヤ部の強度を過不
足なく的確に設定できなくなり、全部の遊星ギヤのギヤ部の性能を最適且つ十分に発揮さ
せることができなくなる等の問題がある。
【００６４】
　しかしながら本実施形態によれば、上述の構成にすることにより、複数ある遊星ギヤ２
２のうちの一部の遊星ギヤ２２に偏った力が働いてしまうことを回避できる。そのため、
全ての遊星ギヤ２２のギヤ部に働く力を極力均等化できる。これにより、全ての遊星ギヤ
２２のギヤ部の強度を過不足なく的確に設定可能となる。従って、全ての遊星ギヤ２２の
ギヤ部の性能を最適且つ十分に発揮させることができる。
【００６５】
　また本実施形態では、デフケースＤＣが、サイドギヤＳの軸部Ｓｊを囲繞するボス部Ｃ
ｂと、外側面を出力軸Ｊ１，Ｊ２と直交する平坦面としてボス部Ｃｂに連設された板状の
側壁部Ｃｓとを有している。そのため、デフケースＤＣ、特に第１，第２カバー部Ｃ１，
Ｃ２の側壁部Ｃｓを薄肉扁平化する上で有利な構造となっているが、側壁部Ｃｓの薄肉扁
平化によっても、上述したように凹孔Ｈ１がピニオンシャフトＰＳに対しデフケースＤＣ
の周方向でずれた位置に配置されることで、凹孔Ｈ１の形成に因るデフケースＤＣの耐久
性低下が効果的に抑制される。
【００６６】
　更に本実施形態では、デフケースＤＣ（より具体的には第１カバーＣ１）に形成された
凹孔Ｈ１が、キャリア２３（より具体的にはアーム部２３ａの先端部）とデフケースＤＣ
とを結合する溶接部ｗａに対し、デフケースＤＣの周方向でずれた位置に配置される。そ
のため、デフケースＤＣのピニオン支持面（即ちピニオンＰの大径側端面をワッシャＷ′
を介して相対回転自在に支持する面）や、ピニオンＰ近傍のサイドギヤ支持面（即ちサイ
ドギヤＳの背面をワッシャＷを介して相対回転自在に支持する面）を溶接部位から遠ざけ
ることができて、溶接時の熱の影響を極力抑えることができる。これにより、デフケース
ＤＣの上記ピニオン支持面や上記サイドギヤ支持面が溶接熱で歪んで回転摺動抵抗が増大
することを効果的に抑制可能である。
【００６７】
　また本実施形態によれば、サイドギヤＳは、内周側の軸部Ｓｊと、軸部Ｓｊから径方向
外方に離間した外周側のサイドギヤＳの歯部Ｓｇとの間に、軸部Ｓｊと歯部Ｓｇとの間を
繋ぐ扁平なリング板状の中間壁部Ｓｍを有している。また、中間壁部Ｓｍの径方向幅ｔ１
がピニオンＰの最大直径ｄ１よりも長くなっている。このため、サイドギヤＳの歯数Ｚ１
をピニオンＰの歯数Ｚ２よりも十分大きく設定し得るようにサイドギヤＳをピニオンＰに
対し十分大径化できる。また、ピニオンＰからサイドギヤＳへのトルク伝達時におけるピ
ニオンシャフトＰＳの荷重負担を軽減できる、これにより、ピニオンシャフトＰＳの有効
直径ｄ２の小径化、延いてはピニオンＰの、出力軸Ｊ１，Ｊ２の軸方向での幅狭化（小径
化）を図ることができる。
【００６８】
　またこのようにしてピニオンシャフトＰＳの荷重負担が軽減されると共に、サイドギヤ
Ｓにかかる反力が低下し、しかもサイドギヤＳの背面ｆ（特にサイドギヤＳ及びピニオン
Ｐの相互の噛合部Ｉの背面側に位置する背面部分ｆｇ）がワッシャＷを介してカバー部Ｃ
１，Ｃ２の側壁部Ｃｓに支持されることから、中間壁部Ｓｍを薄肉化してもサイドギヤＳ
の必要な剛性強度を確保することが容易である。即ち、サイドギヤＳに対する支持剛性を
確保しつつサイドギヤＳの中間壁部Ｓｍを十分に薄肉化することが可能となる。
【００６９】
　また本実施形態によれば、小径化を可能としたピニオンシャフトＰＳの有効直径ｄ２よ
りもサイドギヤＳの中間壁部Ｓｍの最大肉厚ｔ２が更に小さく形成されるため、サイドギ
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ヤＳの中間壁部Ｓｍの更なる薄肉化が達成可能となる。
【００７０】
　また本実施形態によれば、カバー部Ｃ１，Ｃ２の側壁部Ｃｓが、側壁部Ｃｓの外側面を
デフケースＤＣの回転軸線Ｌと直交する平坦面とした扁平な板状に形成されることで、カ
バー部Ｃ１，Ｃ２の側壁部Ｃｓ自体の薄肉化も達成される。その上、サイドギヤＳの背面
ｆのうち、歯部Ｓｇの背面部分ｆｇは、中間壁部Ｓｍの背面部分ｆｍよりも軸方向外方に
張り出している。そのため、サイドギヤＳの歯部Ｓｇの剛性を十分に確保しながら、サイ
ドギヤＳの中間壁部Ｓｍを極力薄肉に形成可能となり、差動装置Ｄの更なる軽量化や軸方
向扁平化が達成される。
【００７１】
　それらの結果、本実施形態によれば、差動装置Ｄは、従来装置と同程度の強度（例えば
静ねじり荷重強度）や最大トルク伝達量を確保しながら、全体として軸方向で十分に幅狭
化することが可能となる。そのため、差動装置Ｄの周辺のレイアウト上の制約が多い伝動
系に対しても、差動装置Ｄを高い自由度を以て無理なく容易に組込み可能となり、また差
動装置Ｄの伝動系を小型化する上で頗る有利となる。
【００７２】
　次に、本発明の第２実施形態を図７を用いて説明する。尚、第１実施形態と同様の構成
については同一符号を付して詳しい説明は省略する。
【００７３】
　第１実施形態では、ピニオンＰをデフケースＤＣに支持させる第２シャフトとして長い
ピニオンシャフトＰＳを用いるものを示したが、第２実施形態では、ピニオンＰの大径側
の端面に同軸に一体に結合された支軸ＰＳ′を、ピニオンＰをデフケースＤＣに支持させ
る第２シャフトに用いている。この構成によれば、ピニオンシャフトＰＳを嵌合させる貫
通孔をピニオンＰに設ける必要がなくなるため、それだけピニオンＰを小径化（軸方向幅
狭化）でき、差動装置Ｄの更なる軸方向の扁平化を図ることができる。即ち、ピニオンシ
ャフトＰＳがピニオンＰを貫通する場合、ピニオンＰにはピニオンシャフトＰＳの径に対
応するサイズの貫通孔を形成する必要があるが、ピニオンＰの端面に支軸ＰＳ′を一体化
した場合には、支軸ＰＳ′の外径（即ち有効直径ｄ２）に依存することなくピニオンＰの
小径化（出力軸Ｊ１，Ｊ２の軸方向での幅狭化）が可能となる。
【００７４】
　そして、支軸ＰＳ′の外周面と、デフケースＤＣ（より具体的には第１カバー部Ｃ１）
の外周壁、即ち筒状のケース部４に設けた貫通支持孔４ａの内周面との間には、支軸ＰＳ
′の外周面と貫通支持孔４ａの内周面との間の相対回転を許容する軸受手段としての軸受
ブッシュ１２が介挿される。尚、軸受手段としては、ニードルベアリング等の軸受を使用
してもよい。また、軸受を省略して、支軸ＰＳ′をデフケースＤＣの貫通支持孔４ａに直
接嵌合させてもよい。
【００７５】
　また、第２実施形態は上述した第１実施形態との相違部分以外は第１実施形態と同様の
構成をしているため、第２実施形態においても、上記で示した第１実施形態の構成との違
いにより得られる効果以外の効果については、第１実施形態と同様の効果が得られる。つ
まり、第２実施形態においても、デフケースＤＣの第１カバー部Ｃ１と、減速歯車機構Ｒ
Ｇのキャリア２３との溶接に関わる構造に起因する効果、並びに遊星ギヤ２２を支持する
枢軸（第１シャフト）ＰＬとピニオンＰを支持する支軸（第２シャフト）ＰＳ′との配置
関係に基づく効果については、第１実施形態と同様の効果が得られる。
【００７６】
　次に図８を参照して、本発明の第３実施形態を説明する。第１，第２実施形態では、複
数の遊星ギヤ２２を各々支持する複数の第１シャフトとしての枢軸ＰＬの一端部（枢軸Ｐ
Ｌの他端部）をデフケースＤＣ（より具体的には第１カバー部Ｃ１の側壁部Ｃｓ）に支持
させる凹部として、有底孔を有する凹孔Ｈ１を例示したが、第３実施形態では、凹部とし
て、デフケースＤＣ（より具体的には第１カバー部Ｃ１′の側壁部Ｃｓ′）を貫通する貫
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通孔Ｈ１′が採用され、貫通孔Ｈ１′にはワッシャＷの背面の一部が臨んでいる。
【００７７】
　第３実施形態のその他の構成は、第１実施形態と同様であるので、第３実施形態の各構
成要素には、第１実施形態の対応する構成要素と同じ参照符号を付すに留め、それ以上の
構造の説明は省略する。而して、第３実施形態は、第１実施形態と比べ、第１シャフトと
しての枢軸ＰＬの一端部（枢軸ＰＬの他端部）をデフケースＤＣに支持させる凹部が貫通
孔Ｈ１である点を除いて同一の構成であるため、第１実施形態の上記した効果と同様の効
果が得られる。
【００７８】
　次に、図９を参照して、本発明の第４実施形態を説明する。第１～第３実施形態では、
キャリア２３が円環状のキャリアベース２３ｂと、デフケースＤＣの回転軸線Ｌと直交す
る投影面で見て扇形状の複数のアーム部（キャリア本体部）２３ａとを一体に形成して、
各々のアーム部２３ａの端部をデフケースＤＣに溶接ｗで結合するものを示したが、第４
実施形態では、キャリア１２３において、第３実施形態のキャリアベース２３ｂに相当す
る部分を、複数のアーム部（キャリア本体部）１２３ａから分離独立させて、キャリアカ
バー１２３ｂとする。
【００７９】
　そして、キャリアカバー１２３ｂと、少なくとも１つ（本実施形態では全部）のアーム
部１２３ａとが、例えば結合手段（具体的にはキャリアカバー１２３ｂを通してアーム部
１２３ａに螺挿されるボルト１００）で着脱可能に結合される。尚、上記結合手段は、ボ
ルト１００に限定されず、例えば、溶接、クリップ、接着等の種々の結合手段を選定可能
である。
【００８０】
　また第４実施形態の複数のアーム部（キャリア本体部）１２３ａは、デフケースＤＣの
壁部（より具体的には第１カバー部Ｃ１０の側壁部Ｃｓ′）に一体に形成される。即ち、
第１カバー部Ｃ１０は、例えば上述のボス部Ｃｂと、上述の側壁部Ｃｓ′と、上述の複数
のアーム部（キャリア本体部）１２３ａと、を備えている。つまり、第１カバー部Ｃ１０
は、少なくとも、側壁部Ｃｓ′と、アーム部（キャリア本体部）１２３ａと、を備えてい
る。そして、第１カバー部Ｃ１０の側壁部Ｃｓ′には、複数の遊星ギヤ２２を各々支持す
る第１シャフトとしての複数の枢軸ＰＬの一端部（枢軸ＰＬの他端部）を挿入、支持させ
る凹部として、複数の貫通孔Ｈ１′が設けられる。
【００８１】
　また枢軸ＰＬの他端部（枢軸ＰＬの一端部）は、キャリアカバー１２３ｂに設けた貫通
孔Ｈ２に嵌合、支持される。そして、貫通孔Ｈ２を横切る方向に延びるピン孔１０２が、
キャリアカバー１２３ｂ及び枢軸ＰＬの他端部に跨がるように設けられる。そして、キャ
リアカバー１２３ｂのピン孔１０２にピン１０１を圧入し且つ枢軸ＰＬにピン１０１の先
部を係合させる。これにより、枢軸ＰＬのキャリアカバー１２３ｂからの抜け止めがなさ
れる。ピン１０１のキャリアカバー１２３ｂへの固定は、上記圧入の他、例えば、溶接、
カシメ、接着、螺合等の種々の結合手段を選定可能である。
【００８２】
　尚、枢軸ＰＬの他端部（枢軸ＰＬの一端部）のキャリアカバー１２３ｂへの固定は、ピ
ン１０１を使用せずに、例えば、溶接、カシメ、接着、螺合等の種々の結合手段を選定可
能であり、或いは、枢軸ＰＬの他端部をキャリアカバー１２３ｂの貫通孔Ｈ２に直接圧入
してもよい。
【００８３】
　第４実施形態のその他の構成は、第１実施形態と同様であるので、第４実施形態の各構
成要素には、第１実施形態の対応する構成要素と同じ参照符号を付すに留め、それ以上の
構造の説明は省略する。
【００８４】
　次に図１０を参照して、本発明の第５実施形態を説明する。第１～第４実施形態では、
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デフケースＤＣにおける第１カバー部（Ｃ１，Ｃ１′，Ｃ１０）の側壁部（Ｃｓ，Ｃｓ′
）にケース部（周壁部）4 を一体に形成し、ケース部４の端面（具体的には図２，図９で
右端面）に第２カバー部Ｃ２の側壁部ＣｓをボルトＢで締結することで、第１，第２カバ
ー部Ｃ１，Ｃ２間を結合したものを示したが、第５実施形態では、第２カバー部Ｃ２００
の側壁部Ｃｓにケース部（周壁部）4 を一体に形成し、ケース部４の端面（具体的には図
１０で左端面）に第１カバー部Ｃ１００の側壁部Ｃｓ′をボルトＢ′で締結することで、
第１，第２カバー部Ｃ１００，Ｃ２００間を結合している。
【００８５】
　而して、第５実施形態の第１カバー部Ｃ１００の側壁部Ｃｓ′には、軸方向一方側にキ
ャリア２３のアーム部（キャリア本体部）１２３ａが一体に突設される。また第５実施形
態の第２カバー部Ｃ２００の側壁部Ｃｓには、軸方向一方側にケース部（周壁部）４が一
体に突設される。また、ピニオンシャフトＰＳの抜け止めピン５は、第２カバー部Ｃ２０
０の側壁部Ｃｓに圧入により固定されるが、圧入以外の結合手段、例えば、溶接、カシメ
、接着、螺合等で固定してもよい。
【００８６】
　第５実施形態のその他の構成は、第４実施形態と同様であるので、第５実施形態の各構
成要素には、第４実施形態の対応する構成要素と同じ参照符号を付すに留め、それ以上の
構造の説明は省略する。
【００８７】
　而して、上記した第４，第５実施形態では、キャリア１２３のアーム部（キャリア本体
部）１２３ａがデフケースＤＣ（より具体的には第１カバー部Ｃ１０，Ｃ１００の側壁部
Ｃｓ′）と一体化される。そのため、第１～第３実施形態の上記した効果のうち、特にキ
ャリア２３のアーム部２３ａをデフケースＤＣに溶接ｗにより結合することに関連する効
果は得られないが、それ以外の効果は、第４，第５実施形態においても同様に得られる。
即ち、第１～第３実施形態において、枢軸（第１シャフト）ＰＬの端部を支持する複数の
凹孔（凹部）Ｈ１又は貫通孔（凹部）Ｈ１′と、ピニオンシャフト（第２シャフト）ＰＳ
とがデフケースＤＣの周方向でずれた位置にあることに基づく上記した効果と、差動装置
Ｄの軽量化及び軸方向扁平化に関する上記した効果は、第４，第５実施形態でも同様に得
られるものである。
【００８８】
　ところで上記した特許文献１～３で例示したような従来の差動装置では、通常、サイド
ギヤ（出力ギヤ）の歯数Ｚ１とピニオン（差動ギヤ）の歯数Ｚ２として、例えば、特許文
献３に示される14×10、或いは16×10または13×９が用いられており、この場合、差動ギ
ヤに対する出力ギヤの歯数比率Ｚ１／Ｚ２は、それぞれ1.4 、1.6 、1.44となっている。
また従来の差動装置では、歯数Ｚ１，Ｚ２の、その他の組合わせとして、例えば、15×10
、17×10、18×10、19×10、または20×10となっているものも知られており、この場合の
歯数比率Ｚ１／Ｚ２は、それぞれ1.5 、1.7 、1.8 、1.9 、2.0 となっている。
【００８９】
　一方、今日では、差動装置周辺でのレイアウト上の制約を伴う伝動装置も増えており、
差動装置のギヤ強度を確保しつつ差動装置を出力軸の軸方向に十分幅狭化（即ち扁平化）
することが市場で要求されている。しかしながら従来の既存の差動装置では、上記歯数比
率の組み合わせからも明らかなように出力軸の軸方向で幅広の構造形態となっているため
、上記した市場の要求を満たすことが困難な状況にある。
【００９０】
　そこで差動装置のギヤ強度を確保しつつ差動装置を出力軸の軸方向に十分幅狭化（即ち
扁平化）し得る差動装置Ｄの構成例を、上記した実施形態とは異なる観点より、以下に具
体的に特定する。尚、この構成例に係る差動装置Ｄの各構成要素の構造は、図１～図１０
（特に図１～図６，図８～図１０）で説明した上記実施形態の差動装置Ｄの各構成要素と
同様であるので、各構成要素の参照符号は、上記実施形態のそれと同じ符号を使用し、構
造説明は省略する。
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【００９１】
　先ず、差動装置Ｄを出力軸Ｊ１，Ｊ２の軸方向に十分に幅狭化（即ち扁平化）するため
の基本的な考え方を、図１１を併せて参照して説明すると、それは、
［１］ピニオンＰ即ち差動ギヤに対するサイドギヤＳ即ち出力ギヤの歯数比率Ｚ１／Ｚ２
を従来既存の差動装置の歯数比率よりも増大させる。（これにより、ギヤのモジュール（
従って歯厚）が減少してギヤ強度が低下する一方で、サイドギヤＳのピッチ円直径が増大
してギヤ噛合部での伝達荷重が低減しギヤ強度が増大するが、全体としては後述する如く
ギヤ強度は低下する。）
［２］ピニオンＰのピッチ円錐距離ＰＣＤを従来既存の差動装置のピッチ円錐距離よりも
増やす。（これにより、ギヤのモジュールが増加してギヤ強度が増大すると共に、サイド
ギヤＳのピッチ円直径が増大してギヤ噛合部での伝達荷重が低減しギヤ強度が増大するた
め、全体としては後述する如くギヤ強度は大幅に増大する。）
　従って、上記［１］によるギヤ強度低下の量と、上記［２］によるギヤ強度増大の量と
が等しくなるか、或いは上記［１］によるギヤ強度低下の量よりも、上記［２］によるギ
ヤ強度増大の量の方が上回るように、歯数比率Ｚ１／Ｚ２及びピッチ円錐距離ＰＣＤを設
定することにより、全体としてギヤ強度を従来既存の差動装置と比べて同等もしくは増大
させることができる。
【００９２】
　次に上記［１］，［２］に基づくギヤ強度の変化態様を数式により具体的に検証する。
尚、検証は、以下の実施形態で説明する。先ず、サイドギヤＳの歯数Ｚ１を１４、ピニオ
ンＰの歯数Ｚ２を１０とした時の差動装置Ｄ′を「基準差動装置」とする。また「変化率
」とは、基準差動装置Ｄ′を基準（即ち１００％）とした場合の各種変数の変化率である
。
［１］について
　サイドギヤＳのモジュールをＭＯ、ピッチ円直径をＰＤ1 、ピッチ角をθ1 、ピッチ円
錐距離をＰＣＤ、ギヤ噛合部での伝達荷重をＦＯ、伝達トルクをＴＯとした場合に、ベベ
ルギヤの一般的な公式より、
　ＭＯ＝ＰＤ1 ／Ｚ１
　ＰＤ1 ＝２ＰＣＤ・ sinθ1 

  θ1 ＝ tan-1（Ｚ１／Ｚ２）
　これら式から、ギヤのモジュールは、
　　ＭＯ＝２ＰＣＤ・ sin｛ tan-1（Ｚ１／Ｚ２）｝／Ｚ１　・・・（１）
となり、
　また基準差動装置Ｄ′のモジュールは、２ＰＣＤ・ sin｛ tan-1（７／５）｝／１４
となる。
【００９３】
　従って、この両式の右項を除算することにより、基準差動装置Ｄ′に対するモジュール
変化率は、次の（２）式のようになる。
【００９４】
【数１】

【００９５】
　また、ギヤ強度（即ち歯部の曲げ強度）に相当する歯部の断面係数は、歯厚の二乗に比
例する関係にあり、一方、その歯厚は、モジュールＭＯと略リニアな関係にある。従って
、モジュール変化率の二乗は、歯部の断面係数変化率、延いてはギヤ強度の変化率に相当
する。即ち、そのギヤ強度変化率は、（２）式に基づいて次の（３）式のように表される
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。（３）式は、ピニオンＰの歯数Ｚ２が１０の時には図１２のＬ１で示され、これにより
、歯数比率Ｚ１／Ｚ２が増えるにつれてモジュール減少によりギヤ強度が低下することが
判る。
【００９６】
【数２】

【００９７】
　ところで上記したベベルギヤの一般的な公式より、サイドギヤＳのトルク伝達距離は、
次の（４）式のようになる。
【００９８】
　　ＰＤ1 ／２＝ＰＣＤ・ sin｛ tan-1（Ｚ１／Ｚ２）｝・・・（４）
　そして、トルク伝達距離ＰＤ1 ／２による伝達荷重ＦＯは、ＦＯ＝２ＴＯ／ＰＤ1 であ
る。従って、基準差動装置Ｄ′のサイドギヤＳにおいて、トルクＴＯを一定とすれば、伝
達荷重ＦＯとピッチ円直径ＰＤ1 とが反比例の関係となる。また伝達荷重ＦＯの変化率は
、ギヤ強度の変化率とも反比例の関係にあることから、ギヤ強度の変化率は、ピッチ円直
径ＰＤ1 の変化率と等しくなる。
【００９９】
　その結果、ピッチ円直径ＰＤ1 の変化率は、（４）の式を用いて、次の（５）式のよう
になる。
【０１００】

【数３】

【０１０１】
　（５）式は、ピニオンＰの歯数Ｚ２が１０の時には図１２のＬ２で示され、これにより
、歯数比率Ｚ１／Ｚ２が増えるにつれて伝達荷重低減によりギヤ強度が高まることが判る
。
【０１０２】
　結局のところ、歯数比率Ｚ１／Ｚ２が増えることに伴うギヤ強度の変化率は、モジュー
ルＭＯの減少によるギヤ強度の減少変化率（上記した（３）式の右項）と、伝達荷重低減
によるギヤ強度の増加変化率（上記した（５）式の右項）との掛け合わせにより、次の（
６）式として表される。
【０１０３】

【数４】
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　（６）式は、ピニオンＰの歯数Ｚ２が１０の時には図１２のＬ３で示され、これにより
、歯数比率Ｚ１／Ｚ２が増えるにつれて全体としてギヤ強度が低下することが判る。
［２］について
　ピニオンＰのピッチ円錐距離ＰＣＤを基準差動装置Ｄ′のピッチ円錐距離よりも増やす
と、変更前のＰＣＤをＰＣＤ１、変更後のＰＣＤをＰＣＤ２とした場合には、ＰＣＤの変
更前後のモジュール変化率は、上記したベベルギヤの一般的な公式より、歯数を一定とす
れば、（ＰＣＤ２／ＰＣＤ１）となる。
【０１０５】
　一方、サイドギヤＳのギヤ強度の変化率は、（３）式を導いた過程からも明らかなよう
に、モジュール変化率の二乗に相当するため、結局のところ、
　　モジュール増大によるギヤ強度変化率＝（ＰＣＤ２／ＰＣＤ１）2 ・・・（７）
  （７）式は、図１３のＬ４で示され、これにより、ピッチ円錐距離ＰＣＤが増えるにつ
れてモジュール増加によりギヤ強度が増加することが判る。
【０１０６】
　また、ピッチ円錐距離ＰＣＤを基準差動装置Ｄ′のピッチ円錐距離ＰＣＤ１よりも増や
した場合に、伝達荷重ＦＯが低減されるが、これによる、ギヤ強度の変化率は、前述のよ
うにピッチ円直径ＰＤ1 の変化率と等しくなる。またサイドギヤＳのピッチ円直径ＰＤ1 

とピッチ円錐距離ＰＣＤとは比例関係にある。従って、
　　伝達荷重低減によるギヤ強度変化率＝ＰＣＤ２／ＰＣＤ１　・・・（８）
　（８）式は、図１３のＬ５で示され、これにより、ピッチ円錐距離ＰＣＤが増えるにつ
れて伝達荷重低減によりギヤ強度が高まることが判る。
【０１０７】
　そして、ピッチ円錐距離ＰＣＤが増えることに伴うギヤ強度の変化率は、モジュールＭ
Ｏの増大によるギヤ強度の増加変化率（上記した（７）式の右項）と、ピッチ円直径ＰＤ
の増加に伴う伝達荷重低減によるギヤ強度の増加変化率（上記した（８）式の右項）との
掛け合わせにより、次の（９）式として表される。
【０１０８】
　　ピッチ円錐距離増大によるギヤ強度変化率＝（ＰＣＤ２／ＰＣＤ１）3 ・・（９）
　（９）式は、図１３のＬ６で示され、これにより、ピッチ円錐距離ＰＣＤが増えるにつ
れてギヤ強度が大幅に高められることが判る。
【０１０９】
　そして、［１］の手法（歯数比率増大）によるギヤ強度の低下分を、［２］の手法（ピ
ッチ円錐距離増大）によるギヤ強度の増大分で十分補うようにして全体として差動装置の
ギヤ強度を従来既存の差動装置のギヤ強度と同等もしくはそれ以上とするように、歯数比
率Ｚ１／Ｚ２及びピッチ円錐距離ＰＣＤの組み合わせを決定する。
【０１１０】
　例えば、基準差動装置Ｄ′のサイドギヤＳのギヤ強度を１００％維持する場合には、［
１］で求めた歯数比率増大に伴うギヤ強度の変化率（上記した（６）式の右項）と、［２
］で求めたピッチ円錐距離増大によるギヤ強度変化率（上記した（９）の右項）とを掛け
合わせたものが１００％となるように設定すればよい。これより、基準差動装置Ｄ′のギ
ヤ強度を１００％維持する場合における歯数比率Ｚ１／Ｚ２とピッチ円錐距離ＰＣＤの変
化率との関係は、次の（１０）式で求められる。（１０）式は、ピニオンＰの歯数Ｚ２が
１０の時には図１４のＬ７で示される。
【０１１１】
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【数５】

【０１１２】
　このように（１０）式は、歯数比率Ｚ１／Ｚ２＝１４／１０とした基準差動装置Ｄ′の
ギヤ強度を１００％維持する場合における歯数比率Ｚ１／Ｚ２とピッチ円錐距離ＰＣＤの
変化率との関係（図１４参照）を示すものであるが、図１４の縦軸のピッチ円錐距離ＰＣ
Ｄの変化率は、ピニオンＰを支持するピニオンシャフトＰＳ（即ちピニオン支持部）のシ
ャフト径をｄ２とした場合にはｄ２／ＰＣＤの比率に変換可能である。
【０１１３】
【表１】

【０１１４】
　すなわち、従来既存の差動装置において、ピッチ円錐距離ＰＣＤの増大変化は、上記表
１のようにｄ２の増大変化と相関があり、且つｄ２を一定としたときはｄ２／ＰＣＤの比
率の低下として表現可能である。しかも、従来既存の差動装置においては、上記表１のよ
うに、基準差動装置Ｄ′の時にはｄ２／ＰＣＤが40～45％の範囲に収まっている関係と、
ＰＣＤを増やすとギヤ強度が増大することとから、基準差動装置Ｄ′の時には少なくとも
ｄ２／ＰＣＤが45％以下となるように、ピニオンシャフトＰＳのシャフト径ｄ２及びピッ
チ円錐距離ＰＣＤを決めれば、ギヤ強度を従来既存の差動装置のギヤ強度と同等もしくは
それ以上とすることができる。つまり、基準差動装置Ｄ′の場合には、
ｄ２／ＰＣＤ≦0.45を満たせばよい。この場合、基準差動装置Ｄ′のピッチ円錐距離ＰＣ
Ｄ１に対して、増減変更後のＰＣＤをＰＣＤ２とすれば、
　　ｄ２／ＰＣＤ２≦0.45／（ＰＣＤ２／ＰＣＤ１）・・・（１１）
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れば、ｄ２／ＰＣＤと、歯数比率Ｚ１／Ｚ２との関係が、次の（１２）式のように変換可
能である。
【０１１５】
【数６】

【０１１６】
　（１２）式の等号が成立する時において、ピニオンＰの歯数Ｚ２が１０の時には図１５
のＬ８のように表すことができる。（１２）式の等号が成立する時が、基準差動装置Ｄ′
のギヤ強度を１００％維持する場合のｄ２／ＰＣＤと歯数比率Ｚ１／Ｚ２との関係である
。
【０１１７】
　ところで従来既存の差動装置では、上述したように、通常、基準差動装置Ｄ′のような
歯数比率Ｚ１／Ｚ２を１．４とするものだけでなく、歯数比率Ｚ１／Ｚ２を１．６とする
ものや、歯数比率Ｚ１／Ｚ２を１．４４とするものも採用されている。この事実を踏まえ
て、基準差動装置Ｄ′（Ｚ１／Ｚ２＝１．４）で必要十分な、即ち１００％のギヤ強度が
得られると想定した場合には、従来既存の差動装置において歯数比率Ｚ１／Ｚ２が１６／
１０の差動装置では、図１２から明らかなようにギヤ強度が基準差動装置Ｄ′に比べ８７
％に低下していることが判る。しかしながら、この程度に低下したギヤ強度は、従来既存
の差動装置では実用強度として許容され、実用されている。そこで、軸方向に扁平な差動
装置においても、基準差動装置Ｄ′に対し少なくとも８７％のギヤ強度があれば、ギヤ強
度が十分に確保、許容されると考えられる。
【０１１８】
　このような観点から、基準差動装置Ｄ′のギヤ強度を８７％維持する場合における歯数
比率Ｚ１／Ｚ２と、ピッチ円錐距離ＰＣＤの変化率との関係を先ず求めると、その関係は
、（１０）式を導く過程に倣って演算（即ち、歯数比率増大に伴うギヤ強度の変化率（上
記した（６）式の右項）と、ピッチ円錐距離増大によるギヤ強度変化率（上記した（９）
の右項）とを掛け合わせたものが８７％となるように演算）することにより、次の（１０
′）式のように表すことができる。
【０１１９】
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【数７】

【０１２０】
　そして、前述の（１１）式を、上記した（１０′）式に適用すれば、基準差動装置Ｄ′
のギヤ強度を８７％以上維持する場合におけるｄ２／ＰＣＤと、歯数比率Ｚ１／Ｚ２との
関係が、次の（１３）式のように変換可能である。但し、計算の過程において、変数を用
いて表される項を除き、有効数字を３桁で計算し、それ以外の桁は切り捨てで対応する都
合上、実際には計算誤差によりほぼ等しいとなる場合でも、式の表現では等号で表すこと
とする。
【０１２１】
【数８】

【０１２２】
　（１３）式の等号が成立する場合において、ピニオンＰの歯数Ｚ２が１０の時には図１
５のように（より具体的には、図１５のＬ９ラインのように）表すことができ、この場合
に（１３）式に対応する領域は、図１５でＬ９ライン上及びＬ９ラインよりも下側の領域
となる。そして、（１３）式を満たし、且つ図１５でＬ１０ラインよりも右側となる歯数
比率Ｚ１／Ｚ２が２．０を超えることを満たす特定領域（図１５のハッチング領域）が、
特にピニオンＰの歯数Ｚ２が１０で歯数比率Ｚ１／Ｚ２が２．０を超える軸方向に扁平な
差動装置において、基準差動装置Ｄ′に対し少なくとも８７％のギヤ強度を確保可能なＺ
１／Ｚ２及びｄ２／ＰＣＤの設定領域である。尚、参考までに、歯数比率Ｚ１／Ｚ２を４
０／１０と、ｄ２／ＰＣＤを２０．００％とそれぞれ設定した時の実施例を図１５におい
て例示すれば、菱形点のようになり、また歯数比率Ｚ１／Ｚ２を５８／１０と、ｄ２／Ｐ
ＣＤを１６．６７％とそれぞれ設定した時の実施例を図１５において例示すれば、三角点
のようになり、これらは上記の特定領域に収まっている。これらの実施例について、シミ
ュレーションによる強度解析を行った結果、従来と同等またはそれ以上のギヤ強度（より
具体的には基準差動装置Ｄ′に対して８７％のギヤ強度またはそれ以上のギヤ強度）が得
られていることが確認できた。
【０１２３】
　而して、上記特定領域にある扁平な差動装置は、従来既存の非扁平な差動装置と同程度
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のギヤ強度（例えば静ねじり荷重強度）や最大トルク伝達量を確保しながら、全体として
出力軸の軸方向で十分に幅狭化な差動装置として構成されるものであり、そのため、差動
装置周辺のレイアウト上の制約が多い伝動系に対しても差動装置を、高い自由度を以て無
理なく容易に組込み可能となり、またその伝動系を小型化する上で頗る有利となる等の効
果を達成可能である。
【０１２４】
　また、好適には、Ｚ１／Ｚ２≧４を満たすようにし、更に好適には、Ｚ１／Ｚ２≧５．
８を満たすようにすれば、従来既存の非扁平な差動装置と同程度のギヤ強度（例えば静ね
じり荷重強度）や最大トルク伝達量を確保しながら、差動装置を出力軸の軸方向で更に十
分に幅狭化できる。
【０１２５】
　また、上記特定領域にある扁平な差動装置の構造が、例えば、上述した実施形態の構造
（より具体的には、図１～１０で示される構造）となる場合には、上記特定領域にある扁
平な差動装置は、上述した実施形態で示した構造に伴う効果も併せて達成可能である。
【０１２６】
　尚、前述の説明（特に図１２，１４，１５に関する説明）は、ピニオンＰの歯数Ｚ２を
１０とした時の差動装置について行っているが、本発明は、これに限定されるものではな
い。例えば、ピニオンＰの歯数Ｚ２を６，１２，２０とした場合にも、上記効果を達成可
能な扁平な差動装置は、図１６，１７，１８のハッチングで示されるように、（１３）式
で表すことができる。即ち、前述のようにして導出された（１３）式は、ピニオンＰの歯
数Ｚ２の変化に関わらず適用できるものであって、例えばピニオンＰの歯数Ｚ２を６，１
２，２０とした場合でも、ピニオンＰの歯数Ｚ２を１０とした場合と同様、（１３）式を
満たすようにサイドギヤＳの歯数Ｚ１、ピニオンＰの歯数Ｚ２、ピニオンシャフトＰＳの
シャフト径ｄ２及びピッチ円錐距離ＰＣＤを設定すれば上記効果が得られる。
【０１２７】
　また、参考までに、ピニオンＰの歯数Ｚ２を１２とした場合において、歯数比率Ｚ１／
Ｚ２を４８／１２と、ｄ２／ＰＣＤを２０．００％とそれぞれ設定した時の実施例を図１
７に菱形点で、歯数比率Ｚ１／Ｚ２を７０／１２と、ｄ２／ＰＣＤを１６．６７％とそれ
ぞれ設定した時の実施例を図１７に三角点で例示する。これらの実施例について、シミュ
レーションによる強度解析を行った結果、従来と同等またはそれ以上のギヤ強度（より具
体的には基準差動装置Ｄ′に対して８７％のギヤ強度またはそれ以上のギヤ強度）が得ら
れていることが確認できた。また、これらの実施例は、図１７に示されるように上記特定
領域に収まっている。
【０１２８】
　比較例として、上記特定範囲に収まらない実施例、例えばピニオンＰの歯数Ｚ２を１０
とした場合において、歯数比率Ｚ１／Ｚ２を５８／１０と、ｄ２／ＰＣＤを２７．５０％
とそれぞれ設定した時の実施例を図１５に星形点で、ピニオンＰの歯数Ｚ２を１０とした
場合において、歯数比率Ｚ１／Ｚ２を４０／１０と、ｄ２／ＰＣＤを３４．２９％とそれ
ぞれ設定した時の実施例を図１５に丸点で、ピニオンＰの歯数Ｚ２を１２とした場合にお
いて、歯数比率Ｚ１／Ｚ２を７０／１２と、ｄ２／ＰＣＤを２７．５０％とそれぞれ設定
した時の実施例を図１７の星形点で、ピニオンＰの歯数Ｚ２を１２とした場合において、
歯数比率Ｚ１／Ｚ２を４８／１２と、ｄ２／ＰＣＤを３４．２９％とそれぞれ設定した時
の実施例を図１７の丸点で示す。これらの実施例についてシミュレーションによる強度解
析を行った結果、従来と同等またはそれ以上のギヤ強度（より具体的には基準差動装置Ｄ
′に対して８７％のギヤ強度またはそれ以上のギヤ強度）が得られなかったことが確認で
きた。つまり、上記特定範囲に収まらない実施例では上記効果が得られないことが確認で
きた。
【０１２９】
　以上、本発明の実施形態を説明したが、本発明は上述した実施形態に限定されるもので
はなく、その要旨を逸脱しない範囲で種々の設計変更が可能である。
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【０１３０】
　例えば、上述した実施形態では、差動装置Ｄは、左右車軸の回転速度差を許容するもの
であったが、前輪と後輪の回転速度差を吸収するセンターデフにも本発明の差動装置を実
施可能である。
【０１３１】
　また上述した実施形態では、遊星ギヤ２２の設置個数（従って遊星ギヤ２２を支持する
第１シャフトとしての枢軸ＰＬの数）を４個としたものを示したが、本発明において、遊
星ギヤ２２の設置個数は、２個以上の数（例えば２個、３個、６個等）を適宜選定可能で
ある。
【０１３２】
　また上述した第１～第３実施形態では、キャリア２３の複数のアーム部２３ａの先端部
（より具体的にはフランジ状の突部２３ａｆ）をデフケースＤＣ（より具体的には第１カ
バー部Ｃ１）に直接、溶接ｗしたものを示したが、本発明では、複数のアーム部２３ａの
先端部に、キャリアベース２３ｂとは別の円環状の第２キャリアベースを一体に結合し、
キャリア２３の軸方向端部、即ち第２キャリアベースの端部をデフケースＤＣに溶接ｗす
るようにしてもよい。
【０１３３】
　また上述した第１～第３実施形態では、デフケースＤＣ（より具体的には第１カバー部
Ｃ１）のキャリア２３側の側面に凹設される段部１５を、デフケースＤＣの全周に亘り連
続した円環状に形成したものを示したが、本発明では、複数の円弧状段部を周方向に互い
に間隔をおいて配列形成してもよく、この場合には、段部１５をデフケースＤＣに設けた
ことに因る強度低下を極力抑えてデフケースＤＣの強度保持を図りながら、デフケースＤ
Ｃを薄肉軽量化することができる。
【０１３４】
　また上述した第１～第３実施形態では、デフケースＤＣ（より具体的には第１カバー部
Ｃ１）のキャリア２３側の側面に段部１５に隣接して形成される凹部１６が、キャリア２
３の複数のアーム部２３ａに対応した複数の円弧状凹部１６より構成されるものを示した
が、本発明では、凹部１６を周方向に連続した単一の円環状の凹部（即ち環状溝）より構
成してもよい。
【０１３５】
　また上述した第１，第２実施形態では、複数の遊星ギヤ２２を各々支持する複数の第１
シャフトとしての枢軸ＰＬの一端部をデフケースＤＣ（より具体的には第１カバー部Ｃ１
の側壁部Ｃｓ）に支持させる凹部として、有底孔を有する凹孔Ｈ１を例示する一方、第３
～第５実施形態では、上記凹部として貫通孔Ｈ１′を例示したが、第１，第２実施形態に
おいて、上記凹部としての凹孔Ｈ１を貫通孔Ｈ１′に置換してもよく、或いは、第３～第
５実施形態において、上記凹部としての貫通孔Ｈ１′を凹孔Ｈ１に置換してもよい。
【符号の説明】
【０１３６】
Ｃ１，Ｃ１′，Ｃ１０，Ｃ１００・・第１カバー部（対向壁、一方のカバー部）
Ｃ２，Ｃ２００・・・・・・第２カバー部（他方のカバー部）
Ｃｂ・・・・ボス部
Ｃｓ，Ｃｓ′・・側壁部（壁部）
Ｄ・・・・・差動装置
ＤＣ・・・・デフケース（入力部材）
ｄ２・・・・ピニオンシャフトの直径、支軸の直径（第２シャフトの直径）
Ｈ１・・・・凹孔（凹部）
Ｈ１′・・・貫通孔（凹部）
Ｐ・・・・・ピニオン（ピニオンギヤ、差動ギヤ）
ＰＣＤ・・・ピッチ円錐距離
ＰＬ・・・・枢軸（第１シャフト）
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ＰＳ・・・・ピニオンシャフト（第２シャフト）
ＰＳ′・・・支軸（第２シャフト）
Ｓ・・・・・サイドギヤ（出力ギヤ）
Ｓｊ・・・・軸部
ｗａ・・・・溶接部
２２・・・・遊星ギヤ
２３・・・・キャリア
１２３ａ・・アーム部（キャリア本体部）
１２３ｂ・・キャリアカバー

【図１】 【図２】
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